
1 滋賀県宅地耐震化推進事業（防災・安全））
平成24年度　～　平成28年度　（5年間） 滋賀県

・県下全域における大規模盛土造成地の把握を行う。（把握対象面積　0km2(H23末)→2,991km2(H28末)

事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

H29.3月

　事業終了後、担当部署において評価 滋賀県ホームページにて公表

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H24 H25 H26 H27 H28

1-A-1 防災 一般 滋賀県 直接 滋賀県 宅地耐震化推進事業 39.6

合計 39.6

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26 H27 H28

なし

合計

平成29年3月31日

対象地域：彦根市、長浜
市、近江八幡市、草津市、
守山市、栗東市、甲賀市、
野洲市、湖南市、高島市、
東近江市、米原市、日野
町、竜王町、愛荘町、豊郷
町、甲良町および多賀町）

0 k㎡
(0%)

2,991 k㎡
(100%)

0百万円
効果促進事業費の割合

0.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

社会資本総合整備計画事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
39.58百万円 Ａ 39.58百万円 0百万円 Ｃ

事後評価の実施時期

公表の方法

事後評価の実施体制

番号 事業者
事業内容

交付対象事業

事業者
全体事業費
（百万円）

全体事業費
（百万円）

変動予測調査　A=2,991km2

要素となる事業名

要素となる事業名
事業実施期間（年度）市町村名

Ｂ

　本県では、これまでも滋賀県および各市町の地域防災計画に基づき、人を守る・地域を守る災害に強い安全な県土づくりを推進するため、耐震性の高い住宅ストックの形成に努めてきているが、さらに大規模盛土造成地
における地震対策も求められている。
そこで、県と市町が連携し、第一次スクリーニングとして大規模盛土造成地の存在状況を把握するとともに、第二次スクリーニング計画を作成して、事業の進捗ならびに県全体の地域防災力の向上を図る。

・県下全域における大規模盛土造成地の把握
　　※定量的指標＝大規模盛土造成地の抽出、把握対象面積

（H23末） （H28末）
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

　　計画の成果目標（定量的指標）

備考



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26 H27 H28

なし

合計 0.0

番号 備考

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・大津市を除く県下全域における大規模盛土造成地の位置と規模を特定し、公表できた。（把握対象面積　0km2(H23末)→2,991km2(H28末)）
Ⅰ定量的指標に関連する
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・大規模盛土造成地の優先度評価方法及び第二次スクリーニングの優先順位計画を策定した。（実施率　0％(H23末)→100％(H28末)）

最終目標値 2,991 k㎡
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 2,991 k㎡

最終目標値 100%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 100%

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況 　大規模盛土造成地の公表によって、地域住民の防災意識の向上に繋げることができるとともに、市町の地域防災計画等に反映させることができる。
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

　大規模盛土造成地マップを作成・公表したことによる、地域住民からの説明会開催要望に応え、地域住民に過度の不安が残らないよう取り組んでいく。

事業内容
市町村名 全体事業費

（百万円）番号 要素となる事業名

指標①（把握対象
面積）

指標②（実施率）

一体的に実施することにより期待される効果

事業者



（参考図面）宅地耐震化
滋賀県宅地耐震化推進事業（防災・安全）

計画の名称 1 平成24年度　～　平成28年度　（5年間）

計画の期間 平成24年度　～　平成28年度　（5年間） 滋賀県交付対象

1-A-1 宅地耐震化推進事業

対象区域：18市町
(2,991  km2)


